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        日本における英語帝国主義 






Der linguistische Imperialismus und  









Die Verbreitung der Sprache steht eng im Zusammenhang mit dem jeweiligen politsischen, ökonomischen und 
kuluturellen Zustand. Nach dem Zweiten Weltrieg in der Zeit des Kalten Kriegs wurde deshalb Englisch und 
Russisch in der ganzen Welt geschaetzt und gelermt. Aber im 21.Jahrhundert nach dem Zusammenbruch der 
sozialistischen Laender wird nur Englisch, die Sprache der USA als des maechtigen Imperials, fast überall 
manchmal exklusiv gesprochen. Diese Tendenz, der sogenannte englische Imperialisumus, hat auf Japan einen 
viel groesseren Einfluss als auf andere Laender ausgeuebt.. 
In dieser Abhandlung wird versucht, darauf zu antworten, wie der englische Imperialisumus definiert wird, 
wie er sich auf sprachliche Erziehung in Japan ausgewirkt hat. Dabei wird analysiert und debattiert,wie wir 
Japaner von diesem Imperialisumus befreit werden koennen. Draus wird festgestellt,dass die Sprach Politik vom 
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示（小学校では 2011 年施行）では小学校の外国語活動の 5・6 年生における必修化が指示された。今
年 2013 年には教育再生会議が小学校の英語学習の抜本的拡充を，また同年日本経済再生本部競争力会
議が「成長戦略」案で，小学校における英語教育実施学年の早期化や教科化などを提案した。 
 これに対しすでに 2005 年に慶応大学の大津由紀雄教授を中心とする 50 人のメンバーが「小学校で








 唯一データとして政治家や官僚が参考としているのは，日本と中国と韓国の TOFFL 点数の比較で
あると思われる。公表されているデータによれば，TOEFL（iBT）に関しては，163 ヵ国中韓国は 80
位，中国は 105 位なのに対し日本は 135 位である。またアジア内 30 ヵ国内のランキングは韓国が 9
位，中国が 16 位であるのに対し、日本 27 位である。しかし日本の経済的停滞による産業競争力低下
と、中国や韓国の急激な経済成長による産業競争力の向上の原因を英語力の比較と関連させたいとい








ポールやマレーシアでは小学 1 年生から必修科目であり，中国は 2001 年導入で小学 3 年より週 4 時間
(1 時間は 40 分)、韓国は 1997 年導入で，小学 3 年より週 2 時間である。因みに台湾は 2001 年導入で，

























さらに 4 月 8 日に出された自民党教育再生実行本部の提言では，大学入試や国家公務員試験に
TOEFL の採用が謳われた。新聞などで遠藤利明自民党教育再生実行本部副本部長がその経緯について
説明している。朝日新聞 5 月 1 日朝刊（群馬版）では「争論 大学入試に TOEFL」と題して遠藤議員
と教育学者の利根川春雄の論争が行われた。遠藤議員の主張は以下の通りである。1)中学・高校で学
習する英語ではコミュニケーションできないので失敗だった 2)大学入試改革が必要である 3)読む・書
く・聞く・話すのバランスのとれ，北米留学にもつながる TOEFL が最適 4) TOEFL の合格点は大学が
決定 5)英語教育改革がグローバル人材育成に繋がる。対する利根川教授の反論は以下の通りである。 
1)中学・高校の英語授業では時間数からいって英語を話すのは無理 2)1 万語の水準の難解語が頻出す





























































準の英語のために 95 パーセントの国民に多くの犠牲を強いるのであろうか。 
 この小渕内閣の諮問機関「21 世紀日本の構想」懇談会の委員の一人であった朝日新聞コラムニスト






























































































 ところで 1902 年の日英同盟締結や 1905 年の日露戦争勝利によって大衆の間で「英語ブーム」はあ
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とめている。「単に要らざる外国語学習の為に多大の苦労と時間とを生徒に課してゐる為といふばかり
でなく，此の国民的自覚自尊を促す障害であるという点でも，一日も早く無用な外国語科の重い負担



























 敗戦後の日本には明治以来の英語ブームが到来し，敗戦の 1 ヵ月後に出版された小川菊松編『日米
会話手帳』は 360 万部の大ベストセラーとなり，敗戦翌年の 1946 年には NHK ラジオ講座「英語会話」
の放送が開始された。3 ヵ月で 360 万部売れた『日米会話手帳』について，朝日新聞社編『＜日米会
話手帳＞はなぜ売れたか』には，ベストセラーとなった原因が分析されている。敗戦直後の日本人に
とって崇拝の対象が現人神だった天皇から占領軍司令官マッカーサー元帥へと変わったことが「英語























































































 明治初年から外国語は西洋の学問を学ぶための準備教育として重視され，1873 年大学南校（後の旧 
制高校）では生徒数 500 名のうち，半数が英学生で，独仏生が 4 分の 1 ずつとした。旧制高校は「語
学漬け」だったが，1919 年の「高等学校規定」によれば，文系では第一外国語が英語の場合第一外国
語を 1 年で週 11 時間，2 年生以上週 10 時間，第二外国語は週 3 時間，理系では第一外国語が英語の
場合週 6 時間，第二外国語は週 4 時間であった。第一外国語が独仏語の場合文理を問わず，1 年で週






















３年から大学教養課程 2 年と専門課程 2 年プラス大学院へと変化した。1951 年の大学基準協会一般教
育研究委員会は教養課程における外国語を一般教育科目とは別の「読み・書き・話す」を目的とした
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